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平成 20 年 3 月期 中間決算短信 

平成１９年１１月１４日 

上 場 会 社 名        大明株式会社                上場取引所 東証一部 
コ ー ド 番 号         １９４３                            ＵＲＬ  http://www.daimei.co.jp       
代  表  者 （役職名）代表取締役社長  （氏名）八木橋 五郎 
問合せ先責任者 （役職名）取締役経営管理本部長 （氏名）長谷部 春男     ＴＥＬ (03) 5434 － 1121 
半期報告書提出予定日 平成 19 年 12 月 21 日     配当支払開始予定日   平成 19 年 12 月 6日 
  

（百万円未満切捨て） 
１．19 年 9月中間期の連結業績（平成 19 年 4月 1日～平成 19 年 9 月 30 日） 
(1)連結経営成績                              （％表示は対前年中間期増減率） 
 売 上 高     営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

 百万円     ％ 百万円     ％  百万円     ％ 百万円      ％

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

50,809 △ 9.3 
56,031   18.7 

2,549  △45.8 
4,705   71.0 

2,657  △43.8 
4,725   71.2 

1,510  △44.3 
2,714  113.8 

19 年 3 月期 124,710   14.9 8,187   28.7 8,229    29.0 4,393   36.6 
 

 
１株当たり中間 

（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

  円  銭  円  銭

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

36  92 
66  34 

33  45 
59  46 

19 年 3 月期 107  37 96  54 
(参考) 持分法投資損益 19 年 9 月中間期 －百万円  18 年 9 月中間期 －百万円  19 年 3 月期 －百万円 
 
(2)連結財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

65,751 
66,862 

42,658 
40,286 

60.4 
56.2 

969   84 
917   49 

19 年 3 月期 74,401 41,967 52.6 956   22 
(参考) 自己資本  19 年 9月中間期 39,686 百万円 18 年 9月中間期 37,543 百万円 19年 3月期 39,127 百万円 
 
(3)連結キャッシュ･フローの状況 

 
営 業 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る          
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高          

 百万円 百万円 百万円 百万円

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

△  468 
1,695 

△3,921 
1,952 

△  876 
△7,712 

15,710 
17,486 

19 年 3 月期 6,614 601 △7,787 20,978 

 
２．配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 中間期末 期末 年間 

  円  銭  円  銭  円  銭

19 年 3 月期 －   19 00 19 00

20 年 3 月期 8 00  

20 年 3 月期（予想）    11 00
  19 00

 
３．20 年 3月期の連結業績予想（平成 19 年 4月 1日～平成 20 年 3 月 31 日） 

（％表示は対前期増減率） 
 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり 

当期純利益 
 百万円     ％ 百万円    ％ 百万円 ％ 百万円    ％  円  銭

通 期 122,500 △1.8 7,350 △10.2 7,500 △8.9 4,100 △6.7 100  19
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４．その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）   無 
(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 
① 会計基準等の改正に伴う変更  有 
② ①以外の変更   無 

〔(注)詳細は、18 ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。〕 
 
(3) 発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数(自己株式を含む) 
  19 年 9 月中間期  41,112,324 株  18 年 9 月中間期  41,112,324 株  19 年 3 月期  41,112,324 株 
②期末自己株式数           

19 年 9 月中間期   191,479 株  18 年 9 月中間期    191,874 株  19 年 3 月期    192,978 株 
 (注) 1 株当たり中間（当期）純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、28 ページ「１株当

たり情報」をご覧ください。 
 
 
(参考)個別業績の概要 
 

１. 19 年 9 月中間期の個別業績（平成 19 年 4 月 1日～平成 19年 9 月 30 日） 
(1)個別経営成績                           （％表示は対前年中間期増減率） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 中間（当期）純利益

   百万円   ％ 百万円     ％ 百万円      ％ 百万円        ％

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

45,985  △10.7
51,485    21.1

2,074  △55.2
4,633   94.0

2,139  △53.9 
4,640   92.9 

1,182  △ 54.9 
2,620   100.4

19 年 3 月期 113,632   16.7 6,919   22.1 6,943    22.5  3,407     41.6
 

 １株当たり中間 

（当期）純利益 

 円 銭

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

28  90
64  05

19 年 3 月期 83  27
 

(2)個別財政状態 

 総 資 産      純 資 産      自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円  銭

19 年 9 月中間期 
18 年 9 月中間期 

55,859
58,610

36,009
35,107

64.5 
59.9 

879  98 
857  94 

19 年 3 月期 64,671 35,797 55.4 874  82 
(参考）自己資本 19 年 9 月中間期 36,009 百万円  18 年 9 月中間期 35,107 百万円 19 年 3 月期35,797 百万円 
 
２．20 年 3月期の個別業績予想（平成 19 年 4 月 1日～平成 20年 3 月 31 日） 

（％表示は対前期増減率）  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 
当期純利益 

 百万円     ％ 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％  円  銭

通    期 111,200  △2.1 6,350  △8.2 6,400  △7.8 3,600  5.7 87  98 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に影響を与える不確実な要因に係る
本資料発表日現在における仮定を前提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結
果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用にあたっての注意事項につきま
しては、添付資料の１０ページをご参照ください。 

２. 通期の連結および個別業績予想に関する事項につきましては、最近の業績の動向等を踏まえ、予想数値を修正
いたしました。なお、当該予想数値の修正に関する事項は、平成 19 年 11 月５日公表の「業績予想の修正に関
するお知らせ」を参照してください。 
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１．経 営 成 績 
 

(１)経営成績に関する分析 
当中間連結会計期間におけるわが国経済は、公共投資が低調に推移しているものの、企業収益が

良好な水準にあり設備投資が増加基調にある等、全般的には企業部門の好調さが持続しており、国

内民間需要に支えられた景気回復が続くと見込まれる中で推移いたしました。 

情報通信関連分野においては、アクセス網の光化が進展し、ＩＰ電話への移行や次世代ネットワ

ーク（ＮＧＮ）の本格導入に向けての取り組みが加速化され、また移動通信においてもサービス多

様化、品質向上など第３世代携帯電話のサービスの促進と充実に向けた設備投資が持続しておりま

す。 

このような事業環境のもと、当社においては営業部門と施工部門を一体とした組織運営により、

エンジニアリング事業に対しては安全と品質を基本に施工能力、施工効率の向上を、またソリュー

ション事業に対しては、お客さまへの提案営業の充実による受注拡大をはかるとともに、ＩＰ技術

力の強化に注力してまいりました。 

当期におきましては光関連工事が低調に推移したこと、また一部のモバイル基地局工事の受注が

遅れ気味に推移したことなどから、連結の経営成績としては、受注高は５８４億７千１百万円（前

年同期比７．８％減）、売上高は５０８億９百万円（前年同期比９．３％減）となりました。また、

経常利益は２６億５千７百万円（前年同期比４３．８％減）、中間純利益は１５億１千万円（前年

同期比４４．３％減）となりました。 
 

（事業の種類別概況） 
①ＮＴＴネットワークエンジニアリング 

Ｂフレッツを中心としたサービス総合工事などの受注が低調に推移したことから、受注高は  

１９１億８百万円（前年同期比４．８％減）、売上高は１６５億２千２百万円（前年同期比６．

４％減）となりました。 

 

②モバイルネットワークソリューション 

番号ポータビリティ（ＭＮＰ）対応の基地局工事が昨年よりピークアウトし、一部のモバイル

基地局工事の受注が遅れ気味に推移、またモバイル全体で下期の比重が高くなっていることから、

受注高は２７４億６千１百万円（前年同期比１２．８％減）、売上高は２４０億５千１百万円（前

年同期比１４．４％減）となりました。 

 

③ＩＴソリューション 

技術革新と厳しい受注競争が展開されている中、システムソリューションへの取り組み強化な

ど、受注拡大に努め、受注高は５４億２千万円（前年同期比２．４％増）、売上高は４７億１千

８百万円（前年同期比７．６％増）となりました。 

 

④総合設備エンジニアリング 

官公需等の受注の減に歯止めがかかりつつありますが、受注高は６４億８千万円（前年同期比

１．７％減）、売上高は５５億１千６百万円（前年同期比６．５％減）となりました。 
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【連結受注実績】 （単位：百万円） 

事業種別 前中間連結会計年度 当中間連結会計年度 増 減 

ＮＴＴネットワークエンジニアリング ２０，０７０ １９，１０８ △   ９６２

モバイルネットワークソリューション ３１，４８２ ２７，４６１ △ ４，０２０

Ｉ Ｔ ソ リ ュ ー シ ョ ン ５，２９２ ５，４２０ １２８

総 合 設 備 エ ン ジ ニ ア リ ン グ ６，５９０ ６，４８０ △   １１０

合 計 ６３，４３６ ５８，４７１ △ ４，９６４

 
【連結売上実績】 （単位：百万円） 

事業種別 前中間連結会計年度 当中間連結会計年度 増 減 

ＮＴＴネットワークエンジニアリング １７，６５４ １６，５２２ △ １，１３１

モバイルネットワークソリューション ２８，０９２ ２４，０５１ △ ４，０４０

Ｉ Ｔ ソ リ ュ ー シ ョ ン ４，３８４ ４，７１８ ３３４

総 合 設 備 エ ン ジ ニ ア リ ン グ ５，９０１ ５，５１６ △   ３８４

合 計 ５６，０３１ ５０，８０９ △ ５，２２２

 
（通期の見通し） 
当期におけるわが国経済は、公共投資が低調に推移しているものの、企業収益が良好な水準にあり設

備投資が増加基調にある等、企業部門の好調さが持続しており、国内民間需要に支えられた景気回復が

続くと見込まれる中で推移しておりますが、原材料価格の動向に留意する必要があると思われます。 
情報通信関連分野においては、アクセス網の光化が進展し、ＩＰ電話への移行や次世代ネットワーク

（ＮＧＮ）の本格導入に向けての取り組みが加速化されています。また移動通信においてもサービス多

様化、品質向上など第３世代携帯電話のサービスの促進と充実に向けた設備投資が持続しており、今後

のブロードバンド・ユビキタス社会の実現に向けて通信手段の多様化、さらには固定・移動及び通信・

放送の融合がキャリア間の熾烈な競争下で展開されるものと想定されます。 

当社グループといたしましては、中期経営計画に基づきブロードバンド、モバイル、ＩＴをトータル

にサポートし受注拡大に努めるとともに、集中が予想されるモバイルを中心とした下期の各種工事に対

して、効率的、弾力的な設計施工体制を確保し、お客さまの期待にお応えし、収益力の維持向上に努め

てまいります。 
通期の連結業績につきましては、モバイル関連工事が下期に集中するなどの要素はありますが、上期

の落込みを補うまでには至らず、受注高は１，２３９億円（前期比２．３％減）、売上高１，２２５億

円（前期比１．８％減）、営業利益７３億５千万円（前期比１０．２％減）、経常利益７５億円（前期比

８．９％減）、当期純利益４１億円（前期比６．７％減）を見込んでおります。 
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(２)財政状態に関する分析                 
（資産、負債、純資産に関する分析） 
①資産の部 

流動資産は、主に現金預金が７億３千２百万円、未成工事支出金等が８億２千８百万円、繰延税金

資産が７億６千７百万円増加しましたが、受取手形・完成工事未収入金等が５２億１千４百万円減少

したことから、流動資産合計で前中間連結会計年度末に比べ２９億８千３百万円減少しました。 
固定資産は、主に土地の取得による３５億１千５百万円、無形固定資産８億２千８百万円増加しま

したが、投資その他の資産合計が２８億５千７百万円減少したことから、固定資産合計で前中間連結

会計年度末に比べ１８億７千２百万円増加しました。 
 
②負債の部 

主に流動負債の支払手形・工事未払金等が２３億３千５百万円及び未払法人税等が１０億７千９百

万円減少したことから、負債合計で前中間連結会計年度末に比べ３４億８千２百万円減少しました。 
 
③純資産の部 

主に利益剰余金が２４億１千３百万円増加したことから、純資産合計で前中間連結会計年度末に比

べ２３億７千１百万円増加しました。 
 

 
（キャッシュ・フローに関する分析） 
当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売掛債権の減少によ

る資金増加があったものの、仕入債務の減少及び有形固定資産（土地）の取得により、前中間連結会計

期間末に比べ１７億７千６百万円減少、また前連結会計年度末に比べ５２億６千８百万円減少し、１５

７億１千万円となりました。 
当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 
①営業活動によるキャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における営業活動のキャッシュ・フローは、売上債権の回収１０７億８百万

円による資金増加があったものの、仕入債務の減少６１億６百万円、未成工事支出金の増加３６億

８千６百万円及び法人税等の支払３０億６千万円により、前中間連結会計期間に比べ２１億６千４

百万円減少の４億６千８百万円の資金減少となりました。 
 
②投資活動によるキャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における投資活動のキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得４０億１千

２百万円により、前中間連結会計期間に比べ５８億７千４百万円減少の３９億２千１百万円の資金

減少となりました。 
 

③財務活動によるキャッシュ・フロー 
当中間連結会計期間における財務活動のキャッシュ・フローは、配当金の支払７億７千５百万円

により、８億７千６百万円の資金減少となりました。 
なお、前中間連結会計期間と比べると、前中間期は借入金７１億６百万円の返済がありましたが、

当中間期はこのような現象がないため、６８億３千６百万円の資金増加となりました。 
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（キャッシュ・フロー指標のトレンド） 

 平成 18 年 3 月期 平成 18 年９月期 平成 1９年 3 月期 平成 1９年９月期 
自己資本比率（％） ４８．６ ５６．２ ５２．６ ６０．４
時価ベースの自己資本比率（％） ９１．５ ７４．８ ７６．６ ８３．３
キャッシュ・フロー対有利子負債比率（％） ２．９ ２．２ １．１ ―
イ ン タ レ ス ト ・カバレッジ・レシオ（倍） ２３．３ １１．９ ４４．２ ―

（注）自己資本比率 ： 自己資本／総資産 
時価ベースの自己資本比率 ： 株式時価総額／総資産 
キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債／営業キャッシュ・フロー 
インタレスト・カバレッジ・レシオ ： 営業キャッシュ・フロー／利払い 

 
１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。 
３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フロ

ーを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払

っているすべての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロ

ー計算書の利息の支払額を使用しております。 
４．平成１９年９月期において営業キャッシュ・フローがマイナスになっておりますので、「キャッ

シュ・フロー対有利子負債比率」及び「インタレスト・ガバレッジ・レシオ」を省略しておりま

す。 

 

(３)利益配分に関する基本方針及び当期の配当 
当社は、株主の皆様に安定した配当を行なうことを基本に、業績、配当性向などを総合的に勘案

した利益還元を行なうこととしております。内部留保資金につきましては、企業価値を高めるため、

中長期的視点から将来の事業展開に備えるとともに経営基盤の強化をはかることを使途として考

えております。 
なお、株主の皆様への利益配分の機会を増やすため、平成２０年３月期（当期）より、中間配当

制度を導入いたしました。 
上記の方針に基づき、平成２０年３月期の配当金につきましては、設備投資と内部留保資金との

バランス及び安定的な配当を行なうことを勘案し、中間配当金は８円、期末配当金予想は１１円と

し、年間配当金は１９円を予定しております。 
また、利益還元策の一環として、平成１９年９月２６日に１７０万株、または２０億円を上限と

した自己株式取得の取締役会決議をしております。 
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(４)事業等のリスク 

①特定取引先への依存 

当社グループは情報通信の「ＩＴエンジニアリング＆サービス会社」として、ＮＴＴグループ

を始めとする情報通信事業者各社との安定的な取引を継続しておりますが、これら各社の売上高

に占める割合が高く、通信事業者各社の設備投資動向や技術革新によっては当社グループの業績

へ影響を及ぼす可能性があります。 

 
②安全品質の管理 

当社グループでは「安全」と「品質」を基本として、安全衛生や品質のマネジメントシステム

を導入・駆使し、お客さまに信頼され、評価される高品質なエンジニアリングとサービスをお届

けすることとしておりますが、重大な事故等不測の事態を発生させた場合は、社会的に大きな影

響を与えるとともに営業活動に制約を受け、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

 

③重要な情報の管理 

当社グループはネットワーク関連の設備・システムの構築、保守・運用サービスの提供におい

て取引先より個人情報等をお預かりしております。当社グループでは情報セキュリティマネジメ

ントシステム（ＩＳＭＳ）の認証を取得しており、従業員に対する情報漏洩防止対策に関する取

り組みを重視、徹底しておりますが、情報漏洩に関する不測の事態を発生させた場合は、取引先

の信頼を損なうとともに損害賠償義務の発生や営業活動に制約を受け、当社グループの業績に影

響を及ぼす可能性があります。 

 

④取引先の信用リスク 

当社グループは取引先に対する与信管理や債権管理等のリスク回避を徹底させておりますが、

万一、信用不安などが顕在化した場合、資金の回収不能や施工遅延を生じ、当社グループの業績

に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑤競合の激化 

当社グループの事業領域は情報通信事業者各社の熾烈な競争等の影響により競合が激化して

いく傾向にあります。この競争環境を勝ち抜くため中期経営計画に基づき、競争環境への変化適

応をはかってまいりますが、環境の変化の不確実性などから当社の競争の優位性が低下した場合

には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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２．企 業 集 団 の 状 況 
 
当社グループは、当社及び子会社１４社で構成され、ＮＴＴネットワークエンジニアリング、モバイ

ルネットワークソリューション、ＩＴソリューション、総合設備エンジニアリングの４事業を主な内容

とし、さらにこれに関連する建設機材等の販売及び賃貸、警備保障業務、業務受託等の事業活動を行っ

ております。 

事業の系統図は概ね次のとおりです。 

 

※下表中の子会社である東邦建㈱は㈱ジャスダック証券取引所に上場しております。 

エンジニアリング・建設機材等販売
建設機材等賃貸・警備保障業務
業務受託・システム設計･保守

　子会社１４社 東邦建（株） （連結対象子会社１３社）
大明通産（株）
大明テレコム（株）ほか

得　　　　　　　意　　　　　　　先

IT ソ リ ュ ー シ ョ ン

大　　　　明　　　　（株）

子　　　会　　　社 

総 合 設 備 エ ン ジ ニ ア リ ン グ

ＮＴＴネットワークエンジニアリング

モバイルネットワークソリューション
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３ ． 経   営   方   針 
 

(１)経営の基本方針 
当社は、企業理念「高度情報化の進展と豊かな社会の創造に貢献する」を基本に、２１世紀にお

ける「ＩＴエンジニアリング＆サービス会社」として、グループ会社が一体となって、企業価値を

より高めていくことを方針としております。 
上記方針の実現と大明ブランドの確立を通し、株主、顧客、取引先、従業員などのステークホル

ダーの期待に応える経営を目指しております。 
また当社グループは新しい大明の創造に向け、平成１９年度を始期とする３ヵ年の中期経営計画

において、「お客様重視」、「競争環境への変化適応」、「人が育つ会社、人を育てる会社の実現」、「強

い現場作り、現場力の強化」、「安全・安心・信頼の基盤を確立」の５つを基本方針として、事業の

拡充及び組織力の向上にグループ会社をあげて取り組んでまいります。 
さらに、行動指針「公正さと良識をもって行動せよ」を基に、「法令遵守と高い倫理観」及び「誠

実な対話と行動」を進め、良き企業市民として信頼を確保し、グループの持続的発展に努めてまい

ります。 
 

 

(２)目標とする経営指標 
当社グループは、中期経営計画において事業の成長及び収益力の向上並びに資産の効率的な運用

の視点から、平成２１年度には連結売上高１，５００億円、経常利益９０億円以上、ＲＯＡ５％以
上、ＲＯＥ１０％以上を目標としております。 

 
 

(３)中長期的な経営戦略 
当社のコア事業となる情報通信分野においては、「固定・移動の融合」、「通信・放送の融合」な

ど、市場構造の急激な変化の中で、次世代ネットワーク（ＮＧＮ）構築などによるブロードバンド・

ユビキタス社会の実現に向けての取り組みが加速化されています。 
このような事業環境の中、当社は中期経営計画の基本戦略として「お客さまの満足と信頼の維

持・向上」、「コアビジネスの施工体制拡充」、「新たなビジネスへの挑戦」、「マネジメントの改革」、

「人材育成」、「現場力の強化」、「グループ運営の推進」、「事業基盤の確立」の８本柱を通して、企

業価値の向上に努め、社会と企業の持続的発展を目指してまいります。 
また、当社グループの業容拡大をはかるため従来のＮＴＴネットワークエンジニアリング及びモ

バイルネットワークソリューションを中核事業としつつ、情報通信関連のＩＴ・ＩＰ技術の強化を

はかり、お客さまの良きパートナーとしてユーザ宅内工事のワンストップ化等の先取り的取り組み

も強化してまいります。 
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(４)対処すべき課題 
 

当社グループのコア事業となる情報通信分野においては、アクセス網の光化が進展しＩＰ電話へ

の移行や次世代ネットワーク（ＮＧＮ）の本格導入に向けての取り組みが加速化され、また、移動

通信においてもサービス多様化、品質向上など第３世代携帯電話のサービスの拡充が持続しており、

今後のブロードバンド・ユビキタス社会の実現に向けて通信手段の多様化、さらには固定・移動及

び通信・放送の融合等の進展が期待されています。 
当期につきましては、民需マーケットの対応強化と効果的・効率的な事業運営体制を確保するた

め新組織を設立することとし、ブロードバンドネットワーク（ＢＢ）事業本部を総合設備事業本部

とＮＴＴ事業本部に再編いたしました。モバイル事業については新規事業開発を推進するために、

モバイルビジネス開発本部を新設し、市場の変化に対応した取り組みを進めてまいります。 
また、東京都江東区に新たに取得した土地に複合施設（大明新木場ビル 仮称）を建設し、都区

内の工事基地を移転・統合するとともにグループ会社の集結を進めてまいります。 
さらに市場動向の大きな変化に対応し、事業の集中・拡大、マネジメント改革による利益の維持・

向上、人材育成及び安全・品質・セキュリティ等事業基盤の整備が肝要であり、グループ全体で以

下の課題に取り組んでまいります。 
 
① ＮＴＴ光アクセス施工体制の効率化 
② 顧客要望に応える全国モバイル施工体制の構築・運用 
③ ＷｉＭＡＸ方式への対応など新規ビジネスの開拓 
④ 利益率維持向上のための各種施策の実践 
⑤ 人を育てる企業文化の確立 
⑥ 経営と現場の一体化による顧客サービス・品質の向上 
⑦ グループ経営のパワーアップ 
⑧ マネジメントシステムの強化と内部統制の整備 
 

 
 

注意事項 
本資料には、当社の現時点での計画、見通し、経営戦略及び経営方針に基づく将来の予測が含まれております。

この予測には、現時点で入手可能な情報に基づいて経営判断や前提が述べられております。 
そのため諸要件の変化により実際の業績は、本資料の予測とは大きく異なる可能性があります。従いまして本資

料における将来予測の記述が将来に亘って正確であることを保証するものではないことをご了解いただきますよう

お願いいたします。 
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４ ． 中 間 連 結 財 務 諸 表 等 
 
(１)中間連結貸借対照表 

   （単位：百万円） 

 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末
前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表  

 （平成 18年 9月 30日） （平成19年9月30日）

増  減 
（平成 19 年 3 月 31 日）

区 分 金  額 構成比

（％）
金 額

構成比

（％）
金  額 増減率 

（％） 金  額 構成比

（％）

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産    

現金預金 12,471 13,204 732 5.9 18,491

受取手形・完成工事未収入金等 22,761 17,547 △5,214 △22.9 28,254

有価証券 5,438 5,246 △  191 △ 3.5 5,533

未成工事支出金等 8,262 9,090 828 10.0 5,404

繰延税金資産 372 1,140 767 206.0 1,111

その他 722 805 82 11.5 651

貸倒引当金 △  34 △   22 11 △34.8 △  72

流 動 資 産 合 計 49,995 74.8 47,012 71.5 △2,983 △ 6.0 59,374 79.8

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

建物 2,661 2,613 △   47 △ 1.8 2,643

土地 4,592 8,107 3,515 76.6 4,697

その他 1,110 1,543 432 39.0 1,360

有形固定資産合計 8,364 12.5 12,265 18.7 3,901 46.6 8,701 11.7

2 無形固定資産    

のれん ―  84 84 ― 95

その他 161 905 743 459.6 751

 無形固定資産合計 161 0.2 990 1.5 828 511.9 847 1.1

3 投資その他の資産    

投資有価証券 4,078 3,871 △  207 △ 5.1 4,034

長期貸付金 168 151 △   17 △10.1 159

繰延税金資産 467 272 △  194 △41.7 189

その他 4,945 1,684 △3,261 △65.9 1,639

貸倒引当金 △ 1,319 △  496 823 △62.4 △ 544

投資その他の資産合計 8,341 12.5 5,483 8.3 △2,857 △34.3 5,478 7.4

固 定 資 産 合 計 16,867 25.2 18,739 28.5 1,872 11.1 15,027 20.2

資 産 合 計 66,862 100.0 65,751 100.0 △1,111 △ 1.7 74,401 100.0
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（単位：百万円） 

 前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末
前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表  

 （平成18年9月30日） （平成19年9月30日）

増  減 
（平成 19年 3月31日）

区 分 金  額 構成比 
（％） 金  額 構成比 

（％） 金  額 増減率 
（％） 金  額 構成比

（％）

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

支払手形･工事未払金等 12,527 10,192 △2,335 △ 18.6 16,298

短期借入金 497 409 △   88 △ 17.8 459

１年以内償還予定の社債 ― 100 100 ― 100

未払法人税等 2,253 1,174 △1,079 △ 47.9 3,160

未成工事受入金 588 704 116 19.7 315

工事損失引当金 ― 247 247 ― 184

役員賞与引当金 30 35 5 16.7 115

完成工事補償引当金 7 3 △    3 △ 51.7 5

その他 1,669 1,436 △  232 △ 13.9 2,744

流 動 負 債 合 計 17,573 26.3 14,302 21.7 △3,270 △ 18.6 23,384 31.4

Ⅱ 固定負債   

社債 100 ― △  100 △100.0 －

転換社債 6,752 6,752 0 0.0 6,752

長期借入金 133 78 △   54 △ 40.9 102

繰延税金負債 48 36 △   12 △ 25.0 114

退職給付引当金 1,500 1,410 △   90 △  6.0 1,440

役員退職慰労引当金 198 369 170 85.8 371

負ののれん 112 91 △   21 △ 18.8 114

再評価に係る繰延税金負債 145 49 △   96 △ 66.2 145

その他 12 3 △    8 △ 70.3 9

固 定 負 債 合 計 9,003 13.4 8,790 13.4 △  212 △  2.4 9,049 12.2

負 債 合 計 26,576 39.7 23,093 35.1 △3,482 △ 13.1 32,434 43.6

（純資産の部）   

Ⅰ 株主資本   

資本金 5,610 8.4 5,610 8.5 0 0.0 5,610 7.5

資本剰余金 4,058 6.1 4,058 6.2 △    0 △  0.0 4,058 5.5

利益剰余金 27,141 40.6 29,555 45.0 2,413 8.9 28,820 38.7

自己株式 △  79 △0.1 △   86 △   0.1 △    6 8.4 △  84 △0.1

株 主 資 本 合 計 36,731 55.0 39,138 59.6 2,407 6.6 38,406 51.6

Ⅱ 評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 942 1.4 653 1.0 △  288 △ 30.6 851 1.2

土地再評価差額金 △ 130 △0.2 △  105 △   0.2 24 △ 18.7 △  130 △0.2

評価・換算差額等合計 812 1.2 547 0.8 △  264 △ 32.6 721 1.0

Ⅲ 少数株主持分 2,742 4.1 2,971 4.5 228 8.3 2,839 3.8

純 資 産 合 計 40,286 60.3 42,658 64.9 2,371 5.9 41,967 56.4

負債純資産合計 66,862 100.0 65,751 100.0 △1,111 △  1.7 74,401 100.0
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(２)中間連結損益計算書 
（単位：百万円） 

 前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 
前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

 （自 平成18年4月1日

至 平成18年９月30日）

（自 平成19年4月1日

至 平成19年９月30日）

増  減 
（自 平成18年4月1日

至 平成19年3月31日）

区 分 金  額 百分比

（％）
金  額 百分比

（％）
金  額 増減率 

（％） 金  額 百分比 
（％） 

Ⅰ 完成工事高 56,031 100.0 50,809 100.0 △  5,222 △   9.3 124,710 100.0

Ⅱ 完成工事原価 47,496 84.8 44,211 87.0 △  3,285 △   6.9 108,101 86.7

完成工事総利益 8,535 15.2 6,598 13.0 △  1,937 △  22.7 16,609 13.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 3,829 6.8 4,048 8.0 218 5.7 8,421 6.7

営 業 利 益 4,705 8.4 2,549 5.0 △  2,156 △  45.8 8,187 6.6

Ⅳ 営業外収益 128 0.2 202 0.4 73 57.0 261 0.2

 受取利息 11 38 27 237.9 34 

 受取配当金 34 45 10 30.6 63 

 負ののれん償却額 21 23 2 10.1 50 

 不動産賃貸料 30 25 △      4 △  15.3 64 

 その他 30 68 37 122.8 48 

Ⅴ 営業外費用 109 0.2 93 0.2 △     15 △  14.1 219 0.2

 支払利息 93 66 △     26 △  28.5 160 

 有価証券償還損 － 9 9 － － 

 その他 15 16 11 71.0 58 

経 常 利 益 4,725 8.4 2,657 5.2 △  2,067 △  43.8 8,229 6.6

Ⅵ  特別利益 305 0.6 88 0.2 △    216 △  71.0 327 0.2

 固定資産売却益 292 0 △    291 △  99.9 291 

 投資有価証券売却益 7 － △      7 △ 100.0 － 

 貸倒引当金戻入額 － 53 53 － 29 

 保険解約返戻金 5 34 29 543.1 5 

Ⅶ 特別損失 116 0.2 13 0.0 △    102 △  88.2 255 0.2

 固定資産除却損 29 13 △     16 △  55.3 35 

 役員退職慰労金 56 － △     56 △ 100.0 85 

過年度役員退職慰労引当金繰入額 － － － － 93 

 投資有価証券評価損 30 0 △     29 △  97.8 41 

税金等調整前中間（当期）純利益 4,913 8.8 2,732 5.4 △  2,181 △  44.4 8,301 6.6

法人税、住民税及び事業税 2,178 3.9 1,096 2.2 △  1,082 △  49.7 4,225 3.4

法人税等調整額 － － －  △ 365 △0.3

少数株主損益 20 0.1 125 0.2 105 505.0 47 0.0

中間（当期）純利益 2,714 4.8 1,510 3.0 △  1,203 △  44.3 4,393 3.5
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 (３)中間連結株主資本等変動計算書 
 
前中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 

（単位：百万円） 
 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 5,608 4,055 25,168 △    78 34,754

中間連結会計期間中の変動額   

転換社債の株式転換 2 2  4

剰 余 金 の 配 当（注）  △    654  △     654

役 員 賞 与 （注）  △    86  △     86

中 間 純 利 益  2,714  2,714

自 己 株 式 の 取 得  △     5 △     5

自 己 株 式 の 処 分  0 4 4

株主資本以外の項目の中 
間連結会計期間中の変動 
額（純額） 

  

中間連結会計期間中の変動額

合計 2 2 1,973 △     1 1,977

平成 18 年 9 月 30 日残高 5,610 4,058 27,141 △    79 36,731

 
 評価・換算差額等 

 土地再評価差額金 その他有価証券 
評価差額金 評価・換算差額等合計

少数株主持分 純資産合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 △   130 1,259 1,129 2,754 38,638

中間連結会計期間中の変動額   

転換社債の株式転換   4

剰 余 金 の 配 当（注）   △    654

役 員 賞 与 （注）   △    86

中 間 純 利 益   2,714

自 己 株 式 の 取 得   △     5

自 己 株 式 の 処 分   4

株主資本以外の項目の中 
間連結会計期間中の変動 
額（純額） 

 △    317 △    317 △    11 △    329

中間連結会計期間中の変動額 
合計 ― △    317 △    317 △    11 1,648

平成 18 年 9 月 30 日残高 △   130 942 812 2,742 40,286

（注）平成１８年３月期の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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当中間連結会計期間（自 平成１９年４月１日 至 平成１９年９月３０日） 
（単位：百万円） 

 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 19 年 3 月 31 日残高 5,610 4,058 28,820 △        84 38,406

中間連結会計期間中の変動額   

剰 余 金 の 配 当  △       777  △       777

中 間 純 利 益  1,510  1,510

自 己 株 式 の 取 得  △         4 △         4

自 己 株 式 の 処 分  △        0 2 2

土地再評価差額金取崩額  1  1

株主資本以外の項目の中 
間連結会計期間中の変動 
額（純額） 

  

中間連結会計期間中の変動額

合計 ― △        0 735 △         2 732

平成 19 年 9 月 30 日残高 5,610 4,058 29,555 △        86 39,138

 
 評価・換算差額等 

 土地再評価差額金 その他有価証券 
評価差額金 評価・換算差額等合計

少数株主持分 純資産合計 

平成 19 年 3 月 31 日残高 △      130 851 721 2,839 41,967

中間連結会計期間中の変動額   

剰 余 金 の 配 当   △       777

中 間 純 利 益        1,510

自 己 株 式 の 取 得   △         4

自 己 株 式 の 処 分   2

土地再評価差額金取崩額   1

株主資本以外の項目の中 
間連結会計期間中の変動 
額（純額） 

24 △     198 △       173 132 △        41

中間連結会計期間中の変動額 
合計 24 △     198 △       173 132 690

平成 19 年 9 月 30 日残高 △      105 653 547 2,971 42,658
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前連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 
（単位：百万円） 

 株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 5,608 4,055 25,168 △    78 34,754

連結会計年度中の変動額   

転換社債の株式転換 2 2  4

剰 余 金 の 配 当（注）  △   654  △    654

役 員 賞 与 （注）  △    86  △    86

当 期 純 利 益  4,393  4,393

自 己 株 式 の 取 得  △    10 △    10

自 己 株 式 の 処 分  0 5 5

株主資本以外の項目の連

結会計年度中の変動 
額（純額） 

  

連結会計年度中の変動額合計 2 2 3,652 △     5 3,651

平成 19 年 3 月 31 日残高 5,610 4,058 28,820 △    84 38,406

 
 評価・換算差額等 

 土地再評価差額金 その他有価証券 
評価差額金 評価・換算差額等合計

少数株主持分 純資産合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 △   130 1,259 1,129 2,754 38,638

連結会計年度中の変動額   

転換社債の株式転換   4

剰 余 金 の 配 当（注）   △    654

役 員 賞 与 （注）   △    86

当 期 純 利 益   4,393

自 己 株 式 の 取 得   △    10

自 己 株 式 の 処 分   5

株主資本以外の項目の連

結会計年度中の変動 
額（純額） 

 △   407 △   407     84 △    322

連結会計年度中の変動額合計 ― △   407 △   407     84 3,328

平成 19 年 3 月 31 日残高 △   130 851 721 2,839 41,967

（注）平成１８年３月期の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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(４)中間連結キャッシュ・フロー計算書 
（単位：百万円） 

前中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日）

当中間連結会計期間 
（自 平成１９年４月 １日 
至 平成１９年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１９年３月３１日）

              期   別 
 
科   目 

金   額 金   額 金   額 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前中間（当期）純利益 ４，９１３ ２，７３２ ８，３０１

減 価 償 却 費 ２２６ ３１７ ５１６

各種引当金の増減額（減少：△） △     ２８ △    ２１０ △    ７５１

工 事 損 失 引 当 金 の 増 減 額 ― ６２ １８４

役員退職慰労引当金の増減額(減少：△) △     ７８ △      ２ ９４

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △     ４６ △     ８４ △     ９８

支 払 利 息 ９３ ６６ １６０

為 替 差 損 益 △      ０ ３ ３

投 資 有 価 証 券 評 価 損 ３０ ０ ４１

有 価 証 券 ・ 投 資 有 価 証 券 売 却 益 △      ７ ― △      ７

固 定 資 産 売 却 ・ 除 却 損 益 △    ２６２ １２ △    ２０２

そ の 他 の 収 益 ・ 費 用 の 非 資 金 分 △      ９ △     ７０ △     １８

売 上 債 権 の 増 減 額 （ 増 加 ： △ ） ３，３７２ １０，７０８ △  ２，１２０

未成工事支出金の増減額（増加：△） △  ２，７０５ △  ３，６８６ １５３

仕 入 債 務 の 増 減 額 （ 減 少 ： △ ） △  ２，２３５ △  ６，１０６ １，５３５

未成工事受入金の増減額（減少：△） １１０ ３８８ △    １６１

そ の 他 資 産 ・ 負 債 の 増 減 額 △    ５１７ △  １，４９６ １，２０２

小     計 ２，８５５ ２，６３５ ８，８３１

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ４６ ８４ ９８

利 息 の 支 払 額 △    １４３ △    １２７ △    １４９

法 人 税 等 の 支 払 額 △  １，０６２ △  ３，０６０ △  ２，１６５

営業活動によるキャッシュ・フロー １，６９５ △    ４６８ ６，６１４

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   
定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 △    １９５ △    １４２ △    ３４０

定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 ２７４ １６２ ３９２

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △    ３６８ △  ４，０１２ △    ８５０

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 ２，４２３ １０２ ２，４２３

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △     ２８ △      ０ △    ２４６

投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ７ ９２ ７

貸 付 け に よ る 支 出 △     ３４ △      ９ △     ４３

貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 ８ １７ ２２

そ の 他 資 産 の 増 減 額 △    １３５ △    １３１ △    ７６４

投資活動によるキャッシュ・フロー １，９５２ △  ３，９２１ ６０１

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（減少：△） １０ △     ７５ ２

長 期 借 入 れ に よ る 収 入 ６０ ４９ ６０

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △  ７，１０６ △     ４７ △  ７，１６７

社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △      ０ ― △      ０

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出 △      ５ △      ４ △     １０

自 己 株 式 の 売 却 に よ る 収 入 ４ ２ ５

配 当 金 の 支 払 額 △    ６５４ △    ７７５ △    ６５５

少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △     ２２ △     ２５ △     ２２

財務活動によるキャッシュ・フロー △  ７，７１２ △    ８７６ △  ７，７８７

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ０ △      ０ △      １

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △  ４，０６４ △  ５，２６８ △    ５７２

Ⅵ 現 金 及 び現 金同 等 物 の期 首残 高 ２１，５５１ ２０，９７８ ２１，５５１

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 １７，４８６ １５，７１０ ２０，９７８

 



大明㈱（1943）平成 20 年 3 月期 中間決算短信 

 -18-

（５）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

前中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 

至 平成１８年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
     （自 平成１９年４月 １日 
      至 平成１９年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１８年４月 １日 

至 平成１９年３月３１日） 
１．連結の範囲に関する事項 
（１）連結子会社数 １３社 

主要な連結子会社の名称 
東邦建㈱ 
大明通産㈱ 
大明テレコム㈱ 

 

１．連結の範囲に関する事項 
（１）連結子会社数 １３社 
   同左 
 

１．連結の範囲に関する事項 
（１）連結子会社数 １３社 
   同左 

（２）非連結子会社数 １社 
TELECOM ENGINEERING LANKA 
PRIVATE LIMITED 

 

上記の非連結子会社は、小規模であり、総資産、

売上高、中間純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも中

間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていない

ため、連結の範囲から除外しております。 

（２）非連結子会社数 １社 
同左 

（２）非連結子会社数 １社 
TELECOM ENGINEERING LANKA
PRIVATE LIMITED 

 

上記の非連結子会社は、小規模であり、総資産、

売上高、連結純損益（持分に見合う額）及び利

益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないた

め、連結の範囲から除外しております。 
２．持分法の適用に関する事項 
（１）持分法適用の関連会社数 －社 

２．持分法の適用に関する事項 
（１）持分法適用の関連会社数 －社 

２．持分法の適用に関する事項 
（１）持分法適用の関連会社数 －社 

 
（２）持分法を適用していない非連結子会社及び 
   関連会社 

TELECOM  ENGINEERING  LANKA 
PRIVATE LIMITED 
ENKAY  ENTERPRISES (PRIVATE)  
LIMITED 

 
上記の持分法非適用会社は、それぞれ中間純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影響が僅少であ

り、かつ全体としても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外しております。 

（２）持分法を適用していない非連結子会社及び 
   関連会社 

同左 

（２）持分法を適用していない非連結子会社及び 
   関連会社 

TELECOM  ENGINEERING  LANKA
PRIVATE LIMITED 
ENKAY  ENTERPRISES (PRIVATE) 
LIMITED 

 
上記の持分法非適用会社は、それぞれ連結純損

益及び利益剰余金等に及ぼす影響が僅少であ

り、かつ全体としても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外しております。 
３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社のうち明成通信㈱の中間決算日は７月

３１日であり、中間連結決算日との差は３ヶ月以内

であるため、当該連結子会社の中間決算日現在の中

間財務諸表を基礎として連結を行っております。 
ただし、中間連結決算日との間に生じた重要な取引

については、連結上必要な調整を行っております。 
なお、その他の連結子会社の中間決算日と中間連

結決算日は一致しております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 
同左 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
連結子会社のうち明成通信㈱の決算日は１月３１

日であり、連結決算日との差は３ヶ月以内であるた

め、当該連結子会社の事業年度に係る財務諸表を基

礎として連結を行っております。ただし、連結決算

日との間に生じた重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 
なお、その他の連結子会社の事業年度末日と連結決

算日は一致しております。 
 

４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ．有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により

算定） 
  時価のないもの 

移動平均法による原価法 

４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ．有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 
   同左 
   
 
 

時価のないもの 
同左 

４．会計処理基準に関する事項 
（１）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ．有価証券 
 その他有価証券 
  時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）

   
  時価のないもの 

同左 
ロ．たな卸資産 
  未成工事支出金 

個別法による原価法 
  材料貯蔵品 

先入先出法による原価法 

ロ．たな卸資産 
  未成工事支出金 

同左 
  材料貯蔵品 

同左 

ロ．たな卸資産 
  未成工事支出金 

同左 
  材料貯蔵品 

同左 
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前中間連結会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１９年４月 １日 
至 平成１９年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１９年３月３１日） 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
イ．有形固定資産 

定率法を採用しております。 
ただし、平成１０年４月１日以降取得した建

物（建物附属設備を除く）については、定額

法を採用しております。 
また、取得価額１０万円以上２０万円未満の

少額減価償却資産については、３年間で均等

償却する方法を採用しております。 
なお、耐用年数及び残存価額については、法

人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
イ．有形固定資産 

定率法を採用しております。 
ただし、平成１０年４月１日以降取得した建

物（建物附属設備を除く）については、定額

法を採用しております。 
また、取得価額１０万円以上２０万円未満の

少額減価償却資産については、３年間で均等

償却する方法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は次の通りであります。

 建 物  ６～６５年 
 その他  ５～５０年 
 
 (会計方針の変更) 
法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正す

る法律 平成１９年３月３０日 法律第６

号）及び（法人税法施行令の一部を改正する

政令 平成１９年３月３０日 政令第８３

号））に伴い、当中間連結会計期間より平成１

９年４月１日以降に取得した有形固定資産に

ついて、改正後の法人税法に基づく減価償却

の方法に変更しております。 
なお、この変更が損益に与える影響は軽微で

あります。 
 

（追加情報） 
当中間連結会計期間から平成１９年３月３１

日以前に取得した資産については、償却可能

限度額まで償却が終了した翌連結会計年度か

ら５年間で均等償却し、減価償却費に含めて

計上しております。 
なお、これにより損益に与える影響は軽微で

あります。 

（２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
イ．有形固定資産 

定率法を採用しております。 
ただし、平成１０年４月１日以降取得した建

物（建物附属設備を除く）については、定額

法を採用しております。 
また、取得価額１０万円以上２０万円未満の

少額減価償却資産については、３年間で均等

償却する方法を採用しております。 
なお、耐用年数及び残存価額については、法

人税法に規定する方法と同一の基準によって

おります。 

ロ．無形固定資産 
定額法を採用しております。 
ただし、自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基づく

定額法を採用しております。 

ロ．無形固定資産 
同左 

ロ．無形固定資産 
同左 
 

（３）重要な引当金の計上基準 
イ．貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、回収不

能見込額を計上しております。 

（３）重要な引当金の計上基準 
イ．貸倒引当金 

同左 

（３）重要な引当金の計上基準 
イ．貸倒引当金 

同左 

ａ．一般債権 
貸倒実績率によっております。 

ｂ．貸倒懸念債権等 
個別に債権の回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

ａ．一般債権 
同左 

ｂ．貸倒懸念債権等 
同左 

ａ．一般債権 
同左 

ｂ．貸倒懸念債権等 
同左 
 

ロ．完成工事補償引当金 
完成工事に係るかし担保の費用に備えるた

め、過去一定期間の補償実績率による算定額

を計上しております。 

ロ．完成工事補償引当金 
同左 

ロ．完成工事補償引当金 
同左 
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前中間連結会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１９年４月 １日 
至 平成１９年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１９年３月３１日） 

ハ．退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会計期間末にお

いて発生していると認められる額を計上して

おります。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）に

よる定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）

による定額法により翌連結会計年度から費用

処理しております。 

 

ハ．退職給付引当金 
同左 

ハ．退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当連結会計年度末において

発生していると認められる額を計上しており

ます。 
過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）に

よる定額法により費用処理しております。 
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）

による定額法により翌連結会計年度から費用

処理しております。 
 

ニ．役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規

に基づく中間連結会計期間末要支給額を計上

しております。 

ニ．役員退職慰労引当金 
同左 

ニ．役員退職慰労引当金 
役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規

に基づく連結会計年度末要支給額を計上して

おります。 
（追加情報） 

一部の連結子会社は、当連結会計年度より内

規に基づく連結会計年度末要支給額を役員退

職慰労引当金として計上しております。なお、

過年度相当額９３百万円は特別損失に計上し

ております。  
ホ．役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、当連結会計年度における支給見込額に基

づき、当中間連結会計期間に見合う分を計上

しております。 
（会計方針の変更） 
当中間連結会計期間より「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 平成１７

年１１月２９日 企業会計基準第４号）を適

用しております。 
この結果、従来の方法に比べて、営業利益、

経常利益及び税金等調整前中間純利益が、そ

れぞれ３０百万円減少しております。 
 

ホ．役員賞与引当金 
役員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、当連結会計年度における支給見込額に基

づき、当中間連結会計期間に見合う分を計上

しております。 
 

 

 

 

ホ．役員賞与引当金 
役員に対して支給する賞与の支出に充てるた

め、当連結会計年度における支給見込額を計

上しております。 
（会計方針の変更） 
当連結会計年度より「役員賞与に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成１７年１

１月２９日 企業会計基準第４号）を適用し

ております。 
この結果、従来の方法に比べて、営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利益が、そ

れぞれ１１５百万円減少しております。 
 

 ―――――――――――――――  ヘ．工事損失引当金 
受注工事に係る将来の損失に備えるため、当

中間連結会計期間末手持工事のうち損失の発

生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見

積もることができる工事について、損失見込

額を計上しております。 

ヘ．工事損失引当金 
受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連

結会計年度末手持工事のうち損失の発生が見

込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もるこ

とができる工事について、損失見込額を計上し

ております。 
（４）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

（４）重要なリース取引の処理方法 
同左 

（４）重要なリース取引の処理方法 
同左 

 

（５）その他中間連結財務諸表作成のための重要な 
   事項 

イ．完成工事高の計上基準 
完成工事高の計上基準は工事完成基準による

ほか、長期大型請負工事（工期が３事業年度

に亘り、請負金額１７億円以上のもの）につ

いては、工事進行基準を採用しております。 

（５）その他中間連結財務諸表作成のための重要な

   事項 
イ．完成工事高の計上基準 

同左 

（５）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
 

イ．完成工事高の計上基準 
同左 
 

ロ．消費税等の会計処理 
消費税等の会計処理は、税抜方式によってお

ります。 

ロ．消費税等の会計処理 
同左 

ロ．消費税等の会計処理 
同左 

 
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金 
  の範囲 

手元資金、要求払預金及び取得日から 3 ヶ月以内

に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動について僅少なリス

クしか負わない短期的な投資としております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金

  の範囲 
同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の

  範囲 
同左 
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（６）中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 
（会計処理の変更） 

前中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１９年４月 １日 
至 平成１９年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１９年３月３１日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等） 
 当中間連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成１７年１２月９日 企業会計基準第５号）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準委員会 平成１７年１２月９

日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 
 これによる損益に与える影響はありません。 
 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

３７，５４３百万円であります。 
 中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会

計期間における中間連結財務諸表は、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しております。 
 

――――――――――――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等） 
 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成１

７年１２月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準委員会 平成１７年１２月９日

企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

 これによる損益に与える影響はありません。 
 なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

３９，１２７百万円であります。 
 連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度に

おける連結財務諸表は、改正後の連結財務諸表規則に

より作成しております。 
 

――――――――――――――――― ――――――――――――――――― （企業結合に係る会計基準等） 
当連結会計年度から「企業結合に係る会計基準」（企業

会計審議会 平成１５年１０月３１日）及び「事業分

離等に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成

１７年１２月２７日 企業会計基準第７号）並びに「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用

指針」（企業会計基準委員会 最終改正平成１８年１

２月２２日 企業会計基準適用指針第１０号）を適用

しております。なお、連結財務諸表規則の改正により、

当連結会計年度における連結財務諸表は、改正後の連

結財務諸表規則により作成しております。 
この変更に伴い、従来、連結貸借対照表において連

結調整勘定として掲記されていたものは、当連結会計

年度から「のれん」または「負ののれん」としてそれ

ぞれ総額で表示しております。 
また、その償却額は、従来、連結損益計算書におい

て資産と負債の償却額を相殺した純額で営業外収益に

計上しておりましたが、のれんの償却額は「販売費及

び一般管理費」に含め、負ののれんの償却額は営業外

収益の「負ののれん償却額」にそれぞれ総額で計上し

ております。この結果、従来の方法に比べて、営業利

益が７百万円減少しておりますが、経常利益及び税金

等調整前当期純利益に与える影響はありません。 
 なお、当該会計処理の変更は、金額的重要性が増し

たため、当下半期に行っております。従って、当中間

連結財務諸表は従来の方法によっており、変更後の方

法によった場合と比べて、当中間連結会計期間の営業

利益は３百万円多く計上されておりますが、経常利益

及び税金等調整前中間純利益に与える影響はありませ

ん。また、当中間連結貸借対照表の資産の部及び負債

の部はそれぞれ２７百万円少なく計上されておりま

す。 
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（表示方法の変更） 
前中間連結会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 

至 平成１８年９月３０日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成１９年４月 １日 

至 平成１９年９月３０日） 

（中間連結貸借対照表関係） 
１．前中間連結会計期間において、「連結調整勘定」として掲記されていたものは、

当中間連結会計期間から「負ののれん」と表示しております。 
２．前中間連結会計期間において区分掲記しておりました｢その他のたな卸資産｣

は、当中間連結会計期間から金額的重要性が乏しくなったため、「未成工事支

出金」に含め、「未成工事支出金等」として表示しております。なお、当中間

連結会計期間における「その他のたな卸資産」の金額は３７９百万円でありま

す。 
 
（中間連結損益計算書関係） 
前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却額」として掲記されていたもの

は、当中間連結会計期間から「負ののれん償却額」と表示しております。 

――――――――――――――――― 
 

 
（追加情報） 

前中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１９年４月 １日 
至 平成１９年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１９年３月３１日） 

――――――――――――――――― 従来、「のれん」または「負ののれん」は、資産

と負債を相殺した純額で計上しておりましたが、前

連結会計年度の下期から、金額的重要性が増したた

め「のれん」または「負ののれん」としてそれぞれ

総額で表示しております。 
なお、変更後の方法によった場合と比べて、前中

間連結貸借対照表の資産の部及び負債の部は、それ

ぞれ２７百万円少なく計上されております。 
また、従来「のれん」または「負ののれん」の償

却額は、連結損益計算書において資産と負債の償却

額を相殺した純額で営業外収益に計上しておりま

したが、前連結会計年度の下期から、金額的重要性

が増したため、のれんの償却額は「販売費及び一般

管理費」に含め、負ののれんの償却額は営業外収益

の「負ののれん償却額」にそれぞれ総額で計上して

おります。 
 なお、変更後の方法によった場合と比べて、前中

間連結会計期間の営業利益は、３百万円多く計上さ

れておりますが、経常利益及び税金等調整前中間純

利益に与える影響はありません。 

――――――――――――――――― 
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（７）中間連結財務諸表に関する注記事項 
 
 （中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成１８年９月３０日） 

当中間連結会計期間末 
（平成１９年９月３０日） 

前連結会計年度末 
（平成１９年３月３１日） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 
          ７，１１６百万円 

１．有形固定資産の減価償却累計額 
              ７，１８８百万円 

１．有形固定資産の減価償却累計額 
          ７，１１２百万円 

２．担保に供している資産 
担保に供している資産は、以下のとおりです。 
 

建      物      １４５百万円 
土      地      ６２９百万円 
    計         ７７５百万円 

２．担保に供している資産 
担保に供している資産は、以下のとおりです。 
 

建      物      １３６百万円 
土      地      ６２９百万円 
    計         ７６６百万円 

２．担保に供している資産 
担保に供している資産は、以下のとおりです。 

 
建      物      １４１百万円 
土      地      ６２９百万円 
    計         ７７０百万円 

上記の担保提供資産に対する債務は以下の通り 
です。 

   短 期 借 入 金      ４０百万円 
   長 期 借 入 金      ５０百万円 
       計          ９０百万円 

上記の担保提供資産に対する債務は以下の通り 
です。 

   短 期 借 入 金      １０百万円 
   長 期 借 入 金      ４０百万円 
       計          ５０百万円 

上記の担保提供資産に対する債務は以下のとおり

です。 
   短 期 借 入 金      ４０百万円 
   長 期 借 入 金      ３０百万円 
       計          ７０百万円 

３．保証債務 
佐野ケーブルテレビ㈱の金融機関からの借入金 

２１３百万円に対して保証を行っております。 
なお、ほかに住宅ローン利用者のための保証債務

６２０百万円があります。 

３．保証債務 
佐野ケーブルテレビ㈱の金融機関からの借入金 
１７７百万円に対して保証を行っております。 
なお、ほかに住宅ローン利用者のための保証債務

５９７百万円があります。 

３．保証債務 
佐野ケーブルテレビ㈱の金融機関からの借入金

１９５百万円に対して保証を行っております。 
なお、ほかに住宅ローン利用者のための保証債務

６１４百万円があります。 
 

４．受取手形裏書譲渡高        ５百万円 
   

４．受取手形裏書譲渡高        ０百万円 
   

４．   ――――――――――――――― 
 

５．仮払消費税等及び仮受消費税等の表示方法 
仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流

動負債の「その他」に含めて表示しております。 

５．仮払消費税等及び仮受消費税等の表示方法 
同左 

５．   ――――――――――――――― 

６．中間連結会計期間末日満期手形 
中間連結会計期間末日満期手形の会計処理につい 

ては、手形交換日をもって決済処理しております。 
なお、当中間連結会計期間末日が金融機関の休日 

であったため、次の中間連結会計期間末日満期手 

形が、中間連結会計期間末残高に含まれておりま 

す。 
   受取手形           ３３百万円 
   支払手形           １１百万円 

    

６．中間連結会計期間末日満期手形 
中間連結会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当中間連結会計期間末日が金融機関の休日

であったため、次の中間連結会計期間末日満期手

形が、中間連結会計期間末残高に含まれておりま

す。 
   受取手形           ４３百万円 
   支払手形           １６百万円 

    

６．連結会計年度末日満期手形 
当連結会計年度末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日

であったため、次の連結会計年度末日満期手

形が、連結会計年度末残高に含まれておりま

す。 
   受取手形           ２６百万円 
   支払手形           １４百万円 
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 （中間連結損益計算書関係） 
前中間連結会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１９年４月 １日 
至 平成１９年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１９年３月３１日） 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は 
  以下のとおりです。 

従業員給料手当    １，４７６百万円 
減価償却費         １０７百万円 
退職給付費用         ８１百万円 
役員賞与引当金繰入額    ３０百万円 
役員退職慰労引当金繰入額  ３７百万円 
 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は

以下のとおりです。 
従業員給料手当    １，３３９百万円 
減価償却費         １０５百万円 
退職給付費用         ７１百万円 
役員賞与引当金繰入額    ３５百万円 
役員退職慰労引当金繰入額  ４３百万円 
 

１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目と金額は

  以下のとおりです。 
従業員給料手当    ３，３７９百万円 
減価償却費        ２１０百万円 
退職給付費用       １３８百万円 
役員賞与引当金繰入額   １１５百万円 
役員退職慰労引当金繰入額  ９５百万円 

 
２．保険解約返戻金は、郵便局の簡易保険及び生命保 
  険会社の生命保険を解約した際の保険料の戻入益 
  であります。 

２．同左 ２．同左 

３．固定資産売却益は、主に当社所有の土地を売却 
  したことによるものです。 
 

３．固定資産売却益は、当社子会社所有の土地を売却

したことによるものです。 
 

３．固定資産売却益は、主に当社所有の土地を売却

  したことによるものです。 

４．固定資産除却損は、主に当社所有の建物及び工具 
  器具・備品等を処分したことによるものであり 
  ます。 

４．同左 ４．同左  
 

５．税効果会計の適用に当たり「簡便法」を採用して 
  いるため、法人税等調整額は「法人税、住民税及 
  び事業税」に含めて表示しております。 

５．同左 ５．   ――――――――――――――― 

６．当社グループの売上高は通常の形態として、上半 
  期に比べ下半期に完成する工事の割合が大きいた 
  め、連結会計年度の上半期の売上高と下半期の売 
  上高との間に著しい相違があり、上半期と下半期 
  の業績に季節的変動があります。 

 

６．同左 ６．   ――――――――――――――― 
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 （中間連結株主資本等変動計算書関係） 
 
  前中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 
   １．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（千株） ４１，１０８ ３ ― ４１，１１２

   （注）発行済株式の増加は、転換社債の普通株式への転換によるものです。 

 

   ２．自己株式に関する事項 
株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（千株） １９８ ３ １０ １９１

    （注）１ 自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものです。 
       ２ 自己株式の減少は、新株予約権の権利行使によるものです。 

 

   ３．配当に関する事項 
    （１）配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成 18 年 6 月 29 日 

定時株主総会 普通株式 ６５４ １６．００ 平成 18 年 3 月 31 日 平成 18 年 6 月 29 日

 
    （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後と 
       なるもの 
        

該当事項はありません。 
 

 
当中間連結会計期間（自 平成１９年４月１日 至 平成１９年９月３０日） 

   １．発行済株式に関する事項 
株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（千株） ４１，１１２ ― ― ４１，１１２

   （注）発行済株式の増加は、転換社債の普通株式への転換によるものです。 

 

   ２．自己株式に関する事項 
株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末 

普通株式（千株） １９２ ３ ５ １９１

    （注）１ 自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものです。 
       ２ 自己株式の減少は、新株予約権の権利行使によるものです。 

 

   ３．配当に関する事項 
    （１）配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成 19 年 6 月 28 日 

定時株主総会 普通株式 ７７７ １９．００ 平成 19 年 3 月 31 日 平成 19 年 6 月 29 日
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    （２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間後と 
       なるもの 
        

決議 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成 19 年 11 月 14 日 

取締役会 普通株式 ３２７ ８．００ 平成 19 年 9 月 30 日 平成 19 年 12 月 6 日

 
 

前連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 
   １．発行済株式に関する事項 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（千株） ４１，１０８ ３ ― ４１，１１２

   （注）発行済株式の増加は、転換社債の普通株式への転換によるものです。 

 

   ２．自己株式に関する事項 
株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末 

普通株式（千株） １９８ ７ １３ １９２

    （注）１ 自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものです。 
       ２ 自己株式の減少は、新株予約権の権利行使によるものです。 

     

   ３．配当に関する事項 
    （１）配当金支払額 

決議 株式の種類 配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円） 基準日 効力発生日 

平成 18 年 6 月 29 日 

定時株主総会 普通株式 ６５４ １６．００ 平成 18 年 3 月 31 日 平成 18 年 6 月 29 日

 
    （２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決議 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 

平成 19 年 6 月 28 日 

定時株主総会 普通株式 利益剰余金 ７７７ １９．００ 平成 19 年 3 月 31 日 平成 19年 6月 29 日

 
 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１９年４月 １日 
至 平成１９年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１９年３月３１日） 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結 
  貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （平成１８年９月３０日現在） 
現 金 預 金 勘 定  １２，４７１百万円 
有 価 証 券 勘 定  ５，４３８百万円 
預入期間が３ヶ月を  
超 え る 定 期 預 金  △  ２３３百万円 

償還期限が３ヶ月を

超 え る 債 権 等  △  １９０百万円 

現金及び現金同等物  １７，４８６百万円  

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結

  貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 （平成１９年９月３０日現在）

現 金 預 金 勘 定 １３，２０４百万円

有 価 証 券 勘 定 ５，２４６百万円

預入期間が３ヶ月を

超 え る 定 期 預 金
△２，７４０百万円

現金及び現金同等物 １５，７１０百万円

 
 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

  に掲記されている科目の金額との関係 
           （平成１９年３月３１日現在）

現 金 預 金 勘 定  １８，４９１百万円

有 価 証 券 勘 定  ５，５３３百万円

預入期間が３ヶ月を  
超 え る 定 期 預 金  △２，７６０百万円

償還期限が３ヶ月を

超 え る 債 権 等  △  ２８５百万円

現金及び現金同等物  ２０，９７８百万円 
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（セグメント情報） 
 
１．事業の種類別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日）、当中間連結会計期間（自 平成１９年

４月１日 至 平成１９年９月３０日）及び前連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 
 全セグメントの売上高の合計額及び営業利益の合計額に占める「電気通信設備工事業・電気設備工事業」の割合が 
いずれも９０％を越えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

 
２．所在地別セグメント情報 

前中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日）、当中間連結会計期間（自 平成１９年

４月１日 至 平成１９年９月３０日）及び前連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 
 全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の 
記載を省略しております。 
 

３．海外売上高 
前中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日）、当中間連結会計期間（自 平成１９年

４月１日 至 平成１９年９月３０日）及び前連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日）

においては、海外売上高がないため、該当事項はありません。 
 
 

（開示の省略） 
 
リース取引、有価証券、ストックオプション等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が

大きくないと考えられるため開示を省略しております。 
また、デリバティブ取引、企業結合等については該当事項がないため開示を省略しております。 
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（１株当たり情報） 

前中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１９年４月 １日 
至 平成１９年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１９年３月３１日） 

１株当たり純資産額    ９１７円４９銭 
 

 １株当たり純資産額     ９６９円８４銭 
 

 １株当たり純資産額     ９５６円２２銭 
 

１株当たり中間純利益      ６６円３４銭 
 

 １株当たり中間純利益     ３６円９２銭 
 

 １株当たり当期純利益    １０７円３７銭 
 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 
５９円４６銭 

 潜在株式調整後１株当たり中間純利益 
３３円４５銭 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 
９６円５４銭 

 
（注）算定上の基礎 
 

１．１株当たり純資産額 

項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 

至 平成１８年９月３０日）

当中間連結会計期間 

（自 平成１９年４月 １日 

至 平成１９年９月３０日） 

前連結会計年度 

（自 平成１８年４月 １日

至 平成１９年３月３１日）

中間連結貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） ４０，２８６ ４２，６５８ ４１，９６７

普通株式に係る純資産額（百万円） ３７，５４３ ３９，６８６ ３９，１２７

普通株式の発行済株式数（千株） ４１，１１２ ４１，１１２ ４１，１１２

普通株式の自己株式数（千株） １９１ １９１ １９２

１株当たり純資産の算定に用いられた普通株式の数（千株） ４０，９２０ ４０，９２０ ４０，９１９

 

２．１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

項  目 
前中間連結会計期間 

（自 平成１８年４月 １日

至 平成１８年９月３０日）

当中間連結会計期間 

（自 平成１９年４月 １日 

至 平成１９年９月３０日） 

前連結会計年度 

（自 平成１８年４月 １日

至 平成１９年３月３１日）

中間（当期）純利益（百万円） ２，７１４ １，５１０ ４，３９３ 
普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―    ― 
普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） ２，７１４ １，５１０ ４，３９３ 
普通株式の期中平均株式数（千株） ４０，９１７ ４０，９２１ ４０，９１８ 
潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定に用いら

れた中間（当期）純利益調整額の主要な内訳（百万円） 
 支払利息（税額相当額控除後） 

事務手数料（税額相当額控除後） 
３６

１

 
 

３６ 
１ 

７２ 
２ 

中間（当期）純利益調整額（百万円） ３７ ３７ ７４ 
潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定に用いら

れた普通株式増加数の主要な内訳（千株） 
 転換社債 
 新株予約権 

５，３３７

２８

 
 

５，３３６ 
１９ 

５，３３７ 
２５ 

普通株式増加数（千株） ５，３６５ ５，３５６ ５，３６２ 
 

 

 
 
 
（重要な後発事象） 
  
 該当事項はありません。 
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（８）種 別 完 成 工 事 高 及 び 受 注 高 等(連結） 

（単位：百万円）  

前中間連結会計期間

（自 平成１８年４月 １日

   至 平成１８年９月３０日）

当中間連結会計期間

（自 平成１９年４月 １日

   至 平成１９年９月３０日）

増  減 
前連結会計年度 

（自 平成１８年４月 １日

   至 平成１９年３月３１日）

期   別 

 

区    分 金  額 構成比

（％）
金  額 構成比

（％）
金  額 増減率 

（％） 金  額 構成比

（％）

ＮＴＴネットワークエンジニアリンクﾞ 4,742 27.7 5,211 27.2 468 9.9 4,742 27.7

モバイルネットワークソリューション 9,393 55.0 10,588 55.2 1,195 12.7 9,393 55.0

I T ソ リ ュ ー シ ョ ン 1,367 8.0 1,755 9.1 387 28.3 1,367 8.0

総合設備エンジニアリング 1,582 9.3 1,624 8.5 42 2.7 1,582 9.3

前

期

繰

越

高

合    計  17,086 100.0 19,180 100.0 2,093 12.3 17,086 100.0

ＮＴＴネットワークエンジニアリンクﾞ 20,070 31.6 19,108 32.7 △  962 △ 4.8 37,779 29.8

モバイルネットワークソリューション 31,482 49.6 27,461 46.9 △4,020 △12.8 64,126 50.6

I T ソ リ ュ ー シ ョ ン 5,292 8.4 5,420 9.3 128 2.4 10,592 8.3

総合設備エンジニアリング 6,590 10.4 6,480 11.1 △  110 △ 1.7 14,306 11.3

当

期

受

注

高

合    計  63,436 100.0 58,471 100.0 △4,964 △ 7.8 126,804 100.0

ＮＴＴネットワークエンジニアリンクﾞ 17,654 31.5 16,522 32.5 △1,131 △ 6.4 37,310 29.9

モバイルネットワークソリューション 28,092 50.2 24,051 47.3 △4,040 △14.4 62,931 50.5

I T ソ リ ュ ー シ ョ ン 4,384 7.8 4,718 9.3 334 7.6 10,204 8.2

総合設備エンジニアリング 5,901 10.5 5,516 10.9 △  384 △ 6.5 14,264 11.4

完

成

工

事

高

合    計  56,031 100.0 50,809 100.0 △5,222 △ 9.3 124,710 100.0

ＮＴＴネットワークエンジニアリンクﾞ 7,159 29.2 7,797 29.0 638 8.9 5,211 27.2

モバイルネットワークソリューション 12,783 52.2 13,998 52.2 1,215 9.5 10,588 55.2

I T ソ リ ュ ー シ ョ ン 2,275 9.3 2,457 9.2 181 8.0 1,755 9.1

総合設備エンジニアリング 2,272 9.3 2,588 9.6 316 13.9 1,624 8.5

次

期

繰

越

高

合    計  24,490 100.0 26,842 100.0 2,351 9.6 19,180 100.0

 

 



大明㈱（1943）平成 20 年 3 月期 中間決算短信 

 -30-

５． 個 別 中 間 財 務 諸 表 等 

 

(１)中間貸借対照表 

 

（単位：百万円） 

 前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前 事 業 年 度 の

要 約 貸 借 対 照 表

 （平成18年9月30日） （平成19年9月30日）

増  減 
（平成19年3月31日）

区 分 金  額 構成比

（％）
金 額 構成比

（％）
金  額 増減率 

（％） 金  額 構成比

（％）

（資産の部）     

Ⅰ 流動資産    

現金預金 10,870 10,741 △  129 △ 1.2 16,542 

受取手形 135 205 69 51.1 115 

完成工事未収入金等 20,678 15,333 △ 5,344 △ 25.8 25,234 

有価証券 5,438 5,246 △  191 △ 3.5 5,533 

未成工事支出金等 5,589 6,644 1,054 18.9 3,634 

繰延税金資産 529 989 459 86.8 997 

その他 3,506 2,130 △ 1,375 △ 39.2 1,766 

貸倒引当金 △  879 △  20 859 △ 97.7 △   32 

流 動 資 産 合 計 45,868 78.3 41,270 73.9 △ 4,598 △ 10.0 53,791 83.2

Ⅱ 固定資産    

１ 有形固定資産    

建物 2,001 1,979 △   21 △ 1.1 1,992 

土地 2,074 5,691 3,617 174.3 2,180 

その他 400 471 71 17.8 445 

有形固定資産合計 4,475 7.6 8,142 14.6 3,666 81.9 4,618 7.1

2 無形固定資産 102 0.2 821 1.5 719 701.4 673 1.0

3 投資その他の資産    

投資有価証券 5,339 6,206 867 16.2 6,345 

長期貸付金 12 8 △   4 △ 33.4 10 

繰延税金資産 195 70 △  125 △ 64.2 ― 

その他 4,098 1,139 △ 2,958 △ 72.2 1,078 

貸倒引当金 △ 1,482 △  251    1,231 △ 83.0 △    296 

投資損失引当金 ― △ 1,548 △  1,548 ― △  1,548 

投資その他の資産合計 8,163 13.9 5,624 10.0 △ 2,539 △ 31.1 5,588 8.7

固 定 資 産 合 計 12,742 21.7 14,589 26.1 1,846 14.5 10,880 16.8

資 産 合 計 58,610 100.0 55,859 100.0 △  2,751 △ 4.7 64,671 100.0
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（単位：百万円） 

 前中間会計期間末 当中間会計期間末 
前 事 業 年 度 の 

要 約 貸 借 対 照 表 

 （平成18年9月30日） （平成19年9月30日）

増  減 
（平成19年3月31日）

区 分 金  額 構成比 
（％） 金  額 構成比 

（％） 金  額 増減率 
（％） 金  額 構成比

（％）

（負債の部）     

Ⅰ 流動負債     

工事未払金 11,740 8,991 △ 2,748 △ 23.4 15,318 

短期借入金 1  0 △   0 △ 51.4 0 

未払法人税等 2,057 991 △  1,065 △ 51.8 2,730 

未成工事受入金 421 636 215 51.1 234 

工事損失引当金 ― 200 200 ― 155 

役員賞与引当金 30 35 5 16.7 90 

完成工事補償引当金 7 3 △      3 △ 51.7 5 

その他 1,706 1,536 △  170 △ 10.0 2,756 

流 動 負 債 合 計 15,964 27.2 12,396 22.2 △ 3,568 △ 22.4 21,290 32.9

Ⅱ 固定負債    

転換社債 6,752 6,752 ― ― 6,752 

長期借入金 4 3 △   1 △ 34.5 3 

退職給付引当金 619 505 △  114 △ 18.5 566 

役員退職慰労引当金 161 192 30 19.1 193 

繰延税金負債 ― ― ―  68 

固 定 負 債 合 計 7,538 12.9 7,453 13.3 △   85 △  1.1 7,583 11.7

負 債 合 計 23,503 40.1 19,849 35.5 △ 3,653 △ 15.6 28,874 44.6

（純資産の部）    
Ⅰ 株主資本    

１資本金 5,610 9.6 5,610 10.0 ― ― 5,610 8.7

２資本剰余金    

（１）資 本 準 備 金 4,104 4,104 ― ― 4,104 

（２）その他資本剰余金 33 33 △   0 △ 0.3 33 

資本剰余金合計 4,137 7.0 4,137 7.4 △      0 △ 0.0 4,137 6.4

３利益剰余金    

（１）利 益 準 備 金 916 916 ― ― 916 

（２）その他利益剰余金    

固定資産圧縮積立金 315 308 △      7 △  2.2 315 

別 途 積 立 金 20,080 22,580 2,500 12.5 20,080 

繰越利益剰余金 3,257 1,956 △ 1,301 △ 40.0 4,043 

利益剰余金合計 24,569 41.9 25,760 46.1 1,191 4.9 25,355 39.2

４自己株式 △  79 △ 0.1 △  86 △ 0.1 △      6 8.4 △  84 △ 0.1

株 主 資 本 合 計 34,238 58.4 35,423 63.4 1,184 3.5 35,020 54.2

Ⅱ 評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 869 586 △  282 △ 32.5 776 

評価・換算差額等合計 869 1.5 586 1.1 △    282 △ 32.5 776 1.2

純 資 産 合 計 35,107 59.9 36,009 64.5 902 2.6 35,797 55.4

負債純資産合計 58,610 100.0 55,859 100.0 △  2,751 △ 4.7 64,671 100.0
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(２)中間損益計算書 

 

（単位：百万円） 

 前中間会計期間 当中間会計期間 
前 事 業 年 度 の 

要 約 損 益 計 算 書 

 （自 平成18年4月1日

至 平成18年９月30日）

（自 平成19年4月1日

至 平成19年９月30日）

増  減 
（自 平成18年4月1日

至 平成19年3月31日）

区 分 金  額 百分比

（％）
金  額 百分比

（％）
金  額 増減率 

（％） 金  額 百分比 
（％） 

Ⅰ 完成工事高 51,485  100.0 45,985 100.0 △  5,500 △  10.7 113,632 100.0

Ⅱ 完成工事原価 43,724 84.9 40,601 88.3 △  3,122 △  7.1 99,867 87.9

完成工事総利益 7,760 15.1 5,383 11.7 △ 2,377 △ 30.6 13,764 12.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 3,127 6.1 3,308 7.2 181 5.8 6,845 6.0

営 業 利 益 4,633 9.0 2,074 4.5 △ 2,559 △ 55.2 6,919 6.1

Ⅳ 営業外収益 105 0.2 145 0.3 40 38.4 199 0.2

 受取利息 21 43 21 101.3 54 

 受取配当金 52 63 10 20.6 80 

 その他 30 38 7 25.0 64 

Ⅴ 営業外費用 98 0.2 81 0.1 △   17 △ 18.0 175 0.2

 支払利息 88 63 △   24 △  28.0 150 

 有価証券償還損 ― 9 9 ― ― 

 その他 10 7 6 64.0 25 

経 常 利 益 4,640 9.0 2,139 4.7 △  2,501 △  53.9 6,943 6.1

Ⅵ  特別利益 298 0.6 12 0.0 △    285 △  95.7 1,617 1.4

 固定資産売却益 291 ― △    291 △ 100.0 291 

 投資有価証券売却益 7 ― △      7 △ 100.0 7 

 貸倒引当金戻入額 ― 12 12 ― 1,318 

Ⅶ 特別損失 288 0.6 12 0.0 △    276 △  95.8 1,622 1.4

 固定資産除却損 27 11 △     16 △  59.3 33 

 投資有価証券評価損 30 0 △     29 △  97.8 40 

 貸倒引当金繰入額 230 ― △    230 △ 100.0 ― 

 投資損失引当金繰入額 ― ― ― ― 1,548 

税引前中間（当期）純利益 4,650 9.0 2,140 4.7 2,510 54.0 6,938 6.1

法人税、住民税及び事業税 2,029 3.9 957 2.1 1,072 52.8 3,671 3.2

法人税等調整額 ― ― ― ― △ 139 △ 0.1

中間（当期）純利益 2,620 5.1 1,182 2.6 △  1,438 △  54.9 3,407 3.0
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(３)中間株主資本等変動計算書 

 

前中間会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日）       

（単位：百万円） 
株   主   資   本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金  
資本金 資本 

準備金 

その他

資本 

剰余金 

資本 

剰余金

合計 

利益 

準備金
固定資

産圧縮

積立金

別途 

積立金

繰越 

利益 

剰余金 

利益 

剰余金

合計 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 5,608 4,102 32 4,134 916 338 18,330 3,097 22,683 △  78 32,348

中間会計期間中の変動額      

転換社債の株式転換 2 2  2   4

固定資産圧縮積立金取崩

額（注１） 
   △  23 23 ― ―

別途積立金の積立額（注２）    1,750 △1,750 ― ―

剰余金の配当(注２)     △  654  △ 654 △  654

役員賞与（注２）    △  80 △ 80 △   80

中 間 純 利 益    2,620 2,620 2,620

自 己 株 式 の 取 得      △   5 △    5

自 己 株 式 の 処 分   0 0   4 4

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

     

中間会計期間中の変動額

合計 
2 2 0 2 ― △  23 1,750 160 1,886 △   1 1,890

平成 18 年 9 月 30 日残高 5,610 4,104 33 4,137 916 315 20,080 3,257 24,569 △  79 34,238

 

 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等 
合計 

純資産合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 1,173 1,173 33,521

中間会計期間中の変動額  

転換社債の株式転換  4

固定資産圧縮積立金取崩

額（注１） 
 ―

別途積立金の積立額（注２）  ―

剰余金の配当(注２)  △   654

役員賞与（注２）  △    80

中 間 純 利 益  2,620

自 己 株 式 の 取 得  △     5

自 己 株 式 の 処 分  4

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

△  304 △  304 △   304

中間会計期間中の変動額

合計 
△  304 △  304 1,586

平成 18 年 9 月 30 日残高 869 869 35,107

（注１）固定資産圧縮積立金の取崩項目は次の通りであります。 

    ①平成１８年３月期の定期株主総会決議に基づく固定資産圧縮積立金の取崩額１６百万円 

②当中間会計期間に係る固定資産圧縮積立金の取崩額７百万円 

（注２）平成１８年３月期の定期株主総会における利益処分項目であります。 
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当中間会計期間（自 平成１９年４月１日 至 平成１９年９月３０日）       

（単位：百万円） 
株   主   資   本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金  
資本金 資本 

準備金 

その他

資本 

剰余金 

資本 

剰余金

合計 

利益 

準備金
固定資

産圧縮

積立金

別途 

積立金

繰越 

利益 

剰余金 

利益 

剰余金

合計 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 

平成 19 年 3 月 31 日残高 5,610 4,104 33 4,137 916 315 20,080 4,043 25,355 △  84 35,020

中間会計期間中の変動額      

固定資産圧縮積立金取崩

額 
   △  7 7 ― ―

別途積立金の積立額    2,500 △2,500 ― ―

剰 余 金 の 配 当    △  777 △ 777 △ 777

中 間 純 利 益    1,182 1,182 1,182

自 己 株 式 の 取 得      △   4 △   4

自 己 株 式 の 処 分   △  0 △  0   2 2

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

     

中間会計期間中の変動額

合計 
― ― △  0 △  0 ― △  7 2,500 △2,087 405 △   2 402

平成 19 年 9 月 30 日残高 5,610 4,104 33 4,137 916 308 22,580 1,956 25,760 △  86 35,423

 

 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等 
合計 

純資産合計 

平成 19 年 3 月 31 日残高 776 776 35,797

中間会計期間中の変動額  

固定資産圧縮積立金取崩

額 
 ―

別途積立金の積立額  ―

剰 余 金 の 配 当   △  777

中 間 純 利 益  1,182

自 己 株 式 の 取 得  △    4

自 己 株 式 の 処 分  2

株主資本以外の項目の中

間会計期間中の変動額

（純額） 

△  190 △  190 △  190

中間会計期間中の変動額

合計 
△  190 △  190 212

平成 19 年 9 月 30 日残高 586 586 36,009
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前事業年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日）       

 （単位：百万円） 
株   主   資   本 

資本剰余金 利益剰余金 

その他利益剰余金  
資本金 資本 

準備金 

その他

資本 

剰余金 

資本 

剰余金

合計 

利益 

準備金
固定資

産圧縮

積立金

別途 

積立金

繰越 

利益 

剰余金 

利益 

剰余金

合計 

自己 

株式 

株主 

資本 

合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 5,608 4,102 32 4,134 916 338 18,330 3,097 22,683 △  78 32,348

事 業 年 度中 の変 動 額      

転換社債の株式転換 2 2  2   4

固定資産圧縮積立金積立

額 
   8 △    8 ― ―

固定資産圧縮積立金取崩

額（注１） 
   △  31 31 ― ―

別途積立金の積立額（注２）    1,750 △1,750 ― ―

剰余金の配当(注２)    △  654 △ 654 △  654

役員賞与（注２）    △   80 △  80 △   80

当 期 純 利 益    3,407 3,407 3,407

自 己 株 式 の 取 得      △  10 △   10

自 己 株 式 の 処 分   0 0   5 5

株主資本以外の項目の会

計期間中の変動額（純額） 
     

事 業 年 度中 の変 動 額

合計 
2 2 0 2 ― △  23 1,750 946 2,672 △   5 2,672

平成 1９年３月 3１日残高 5,610 4,104 33 4,137 916 315 20,080 4,043 25,355 △  84 35,020

 

評価・換算差額等 
 

その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算差額等 
合計 

純資産合計 

平成 18 年 3 月 31 日残高 1,173 1,173 33,521

事 業 年 度中 の変 動 額  

転換社債の株式転換  4

固定資産圧縮積立金積立

額 
 ―

固定資産圧縮積立金取崩

額（注１） 
 ―

別途積立金の積立額（注２）  ―

剰余金の配当(注２)  △  654

役員賞与（注２）  △   80

当 期 純 利 益  3,407

自 己 株 式 の 取 得  △   10

自 己 株 式 の 処 分  5

株主資本以外の項目の会

計期間中の変動額（純額） 
△  396 △  396 △  396

事 業 年 度中 の変 動 額

合計 
△  396 △  396 2,275

平成 1９年３月 3１日残高 776 776 35,797

（注１）固定資産圧縮積立金の取崩項目は次の通りであります。 

    ①平成１８年３月期の定時株主総会決議に基づく固定資産圧縮積立金の取崩額１６百万円 

②当会計期間に係る固定資産圧縮積立金の取崩額１５百万円 

（注２）平成１８年３月期の定時株主総会における利益処分項目であります。 
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（４）中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 
前中間会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

当中間会計期間 

（自 平成１９年４月 １日 

至 平成１９年９月３０日） 

前事業年度 

（自 平成１８年４月 １日 

至 平成１９年３月３１日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

イ．有価証券 

ａ．子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

１．資産の評価基準及び評価方法 

イ．有価証券 

ａ．子会社株式及び関連会社株式 

同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

イ．有価証券 

ａ．子会社株式及び関連会社株式 

同左 

ｂ．その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定） 

ｂ．その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

ｂ．その他有価証券 

     時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

 

ロ．たな卸資産 

未成工事支出金 

個別法による原価法 

材料貯蔵品 

先入先出法による原価法 

ロ．たな卸資産 

未成工事支出金 

 同左 

材料貯蔵品 

 同左 

ロ．たな卸資産 

未成工事支出金 

 同左 

材料貯蔵品 

 同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法を採用して

おります。 

また、取得価額１０万円以上２０万円未満の少額減

価償却資産については、３年間で均等償却する方法

を採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法を採用して

おります。 

また、取得価額１０万円以上２０万円未満の少額減

価償却資産については、３年間で均等償却する方法

を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次の通りであります。 
 建 物  ６～６５年 
 その他  ５～５０年 

 

 
(会計方針の変更) 
法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法

律 平成１９年３月３０日 法律第６号）及び（法

人税法施行令の一部を改正する政令 平成１９年

３月３０日 政令第８３号））に伴い、当中間会計

期間より平成１９年４月１日以降に取得したもの

については、改正後の法人税法に基づく方法に変更

しております。 
なお、この変更が損益に与える影響は軽微でありま

す。 
 

  （追加情報） 
当中間会計期間から、平成１９年３月３１日以前

に取得した資産については、償却可能限度額まで

償却が終了した翌事業年度から５年間で均等償

却し、減価償却費に含めて計上しております。 
なお、これにより損益に与える影響は軽微であり

ます。 

２．固定資産の減価償却の方法 

イ．有形固定資産 

定率法を採用しております。 

ただし、平成１０年４月１日以降取得した建物（建

物附属設備を除く）については、定額法を採用して

おります。 

また、取得価額１０万円以上２０万円未満の少額減

価償却資産については、３年間で均等償却する方法

を採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法

に規定する方法と同一の基準によっております。

ロ．無形固定資産 

定額法を採用しております。 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。 

ロ．無形固定資産 

 同左 

ロ．無形固定資産 

 同左 
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前中間会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

当中間会計期間 

（自 平成１９年４月 １日 

至 平成１９年９月３０日） 

前事業年度 

（自 平成１８年４月 １日 

至 平成１９年３月３１日） 

３．引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、回収不能見

込額を計上しております。 

３．引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

 同左 

３．引当金の計上基準 

イ．貸倒引当金 

 同左 

ａ．一般債権 

貸倒実績率によっております。 

ｂ．貸倒懸念債権等 

個別に債権の回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

ａ．一般債権 

 同左 

ｂ．貸倒懸念債権等 

 同左 

ａ．一般債権 

 同左 

ｂ．貸倒懸念債権等 

 同左 

ロ．  ――――――――――――――――― ロ．投資損失引当金 

子会社への投資に係る損失に備えるため、当該会社

の財政状態等を勘案し、将来発生する可能性のある

損失見込額を計上しております。 

ロ．投資損失引当金 

  同左 

ハ.  ――――――――――――――――― ハ．工事損失引当金 

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当中間会

計期間末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積もることができる工事

について、損失見込額を計上しております。 

ハ．工事損失引当金 

受注工事に係る将来の損失に備えるため、当事業

年度末手持工事のうち損失の発生が見込まれ、か

つ、その金額を合理的に見積もることができる工

事について、損失見込額を計上しております。 

ニ．完成工事補償引当金 

完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、過

去一定期間の補償実績率による算定額を計上して

おります。 

ニ．完成工事補償引当金 

同左 

ニ．完成工事補償引当金 

同左 

ホ．退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間会計期間末において発生していると認

められる額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（１５年）による定額

法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）による

定額法により翌事業年度から費用処理しておりま

す。 

ホ．退職給付引当金 

同左 

ホ．退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

当事業年度末において発生していると認められる

額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（１５年）による定額法に

より費用処理しております。 

数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数（１５年）による定額

法により翌事業年度から費用処理しております。

へ．役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基

づく中間会計期間末要支給額を計上しておりま

す。 

ヘ．役員退職慰労引当金 

同左 

 

へ．役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づ

く当事業年度末要支給額を計上しております。 

 

ト．役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

当事業年度における支給見込額に基づき、当中間

会計期間に見合う分を計上しております。 

（会計方針の変更） 

当中間会計期間より「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成１７年１１月２９日 

企業会計基準第４号）を適用しております。 

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常

利益、及び税引前中間純利益が、それぞれ３０百

万円減少しております。 

 

ト．役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、当

事業年度における支給見込額に基づき、当中間会計

期間に見合う分を計上しております。 

 

ト．役員賞与引当金 

役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、

当事業年度における支給見込額を計上しておりま

す。 

（会計方針の変更） 

当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」（企

業会計基準委員会 平成１７年１１月２９日 企

業会計基準第４号）を適用しております。 

この結果、従来の方法に比べて、営業利益、経常

利益、及び税引前当期純利益が、それぞれ９０百

万円減少しております。 

 

４．完成工事高の計上基準 

完成工事高の計上基準は工事完成基準によるほ

か、長期大型請負工事（工期が３事業年度に亘り、

請負金額１７億円以上のもの）については、工事

進行基準を採用しております。 

４．完成工事高の計上基準 

同左 

４．完成工事高の計上基準 

同左 

 

５．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。 

５．リース取引の処理方法 

同左 

５．リース取引の処理方法 

同左 

 

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる 

  重要な事項 

消費税等の会計処理 

  消費税等の会計処理は、税抜方式によって 

  おります。 

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる 

  重要な事項 

消費税等の会計処理 

  同左 

６．その他財務諸表作成のための基本となる重要な 

  事項 

 消費税等の会計処理 

  同左 
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（５）中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

 
（会計処理の変更） 

前中間会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

当中間会計期間 

（自 平成１９年４月 １日 

至 平成１９年９月３０日） 

前事業年度 

（自 平成１８年４月 １日 

至 平成１９年３月３１日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等） 
 当中間会計期間から「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平

成１７年１２月９日 企業会計基準第５号）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成１７

年１２月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適

用しております。 
 これによる損益に与える影響はありません。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は、３５，１０７百万円であります。 
中間財務諸表等規則の改正により、当中間会計期

間における中間財務諸表は、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

――――――――――――――――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等） 
 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成１

７年１２月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準委員会 平成１７年１２

月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用して

おります。 
 これによる損益に与える影響はありません。 
なお、従来の「資本の部」の合計に相当する金額

は、３５，７９７百万円であります。 
財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る財務諸表は、改正後の財務諸表等規則により作成

しております。 

 

 

（表示方法の変更） 
前中間会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

当中間会計期間 

（自 平成１９年４月 １日 

至 平成１９年９月３０日） 

（中間貸借対照表） 

前中間会計期間において区分掲記しておりました「その他のたな卸資産」は、

当中間会計期間において金額的重要性が乏しくなったため、「未成工事支出

金」に含めて「未成工事支出金等」として表示しております。なお、当中間会

計期間における「その他のたな卸資産」の金額は１２百万円であります。 

――――――――――――――――― 
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（６）中間個別財務諸表に関する注記事項 

 

（中間貸借対照表関係） 
前中間会計期間末 

（平成１８年９月３０日） 

当中間会計期間末 

（平成１９年９月３０日） 

前事業年度末 

（平成１９年３月３１日） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

         ４，２４８百万円 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

         ４，３０３百万円 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

４，３０６百万円 

２．仮払消費税等及び仮受消費税等の表示方法 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、

流動負債の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

２．仮払消費税等及び仮受消費税等の表示方法 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、

流動資産の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

２．   ――――――――――――― 

３．住宅ローン利用者のための保証債務 

            ６２０百万円 

３．保証債務 

（１）従業員の住宅ローンに対し、債務保証

を行っております。 

５９７百万円 

（２）下記連結子会社の中央資材（株）への

債務に対し、債務保証を行っております。 

 東邦建（株）       １１３百万円 

 大明コムテック（株）    ６４百万円 

   計          １７７百万円 

３．保証債務 

（１）従業員の住宅ローンに対し、債務保証

を行っております。 

６１４百万円 

（２）下記連結子会社の中央資材（株）への

債務に対し、債務保証を行っております。 

 東邦建（株）       １２３百万円 

 大明コムテック（株）    ３８百万円 

   計          １６２百万円 

４．受取手形裏書譲渡高       ０百万円 ４．   ――――――――――――― ４．   ――――――――――――― 

５．中間会計期間末日満期手形 
中間会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、中間会計期間末日が金融機関の休日

であったため、次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高に含まれております。 
受取手形         ５百万円 

５．中間会計期間末日満期手形 
中間会計期間末日満期手形の会計処理につい

ては、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、中間会計期間末日が金融機関の休日

であったため、次の中間会計期間末日満期手形

が、中間会計期間末残高に含まれております。

受取手形         ５百万円 

５．事業年度末日満期手形 
当事業年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しておりま

す。なお、当事業年度末日が金融機関の休日で

あったため、次の事業年度末日満期手形が、当

事業年度末残高に含まれております。 
受取手形         ５百万円 

 

 

（中間損益計算書関係） 
前中間会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

当中間会計期間 

（自 平成１９年４月 １日 

至 平成１９年９月３０日） 

前事業年度 

（自 平成１８年４月 １日 

至 平成１９年３月３１日） 

１．減価償却実施額 

有形固定資産    １０７百万円 

無形固定資産     ８百万円 

１．減価償却実施額 

有形固定資産    １３２百万円 

無形固定資産     １２百万円 

１．減価償却実施額 

有形固定資産    ２２８百万円 

無形固定資産 １９百万円 

２．固定資産売却益は、当社所有の土地を売却した 

 ことによるものです。 

２．   ――――――――――――― ２．固定資産売却益は、当社所有の土地を売却した

ことによるものです。 

３．固定資産除却損は、主に当社所有の建物及び工

具器具・備品等を処分したことによるものであ

ります。 

３．同左 ３．同左 

４．当中間会計期間における税金費用については、 

「簡便法」による税効果会計を適用しているた

め、法人税等調整額は「法人税、住民税及び事

業税」に含めて表示しております。 

４．同左 ４．   ――――――――――――― 

５．当社の売上高は通常の形態として、上半期に 

比べ下半期に完成する工事の割合が大きいた

め、事業年度の上半期の売上高と下半期の売上

高との間に相違があり、上半期と下半期の業績

に季節的変動があります。 

当中間期末に至る1年間の売上高は以下の通り 

です。 

  前事業年度下半期  ５４，８８１百万円 

  当中間会計期間   ５１，４８５百万円 

     計     １０６，３６７百万円 

 

５．当社の売上高は通常の形態として、上半期に

比べ下半期に完成する工事の割合が大きいた

め、事業年度の上半期の売上高と下半期の売上

高との間に相違があり、上半期と下半期の業績

に季節的変動があります。 

  当中間期末に至る1年間の売上高は以下の通り

です。 

  前事業年度下半期  ６２，１４６百万円 

  当中間会計期間   ４５，９８５百万円 

     計     １０８，１３１百万円 

 

５．   ――――――――――――― 
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（中間株主資本等変動計算書関係） 

 

 前中間会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 

 

  自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（千株） １９８ ３ １０ １９１

   （注）１ 自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものです。 
      ２ 自己株式の減少は、新株予約権の権利行使によるものです。 

 

 

当中間会計期間（自 平成１９年４月１日 至 平成１９年９月３０日） 

 

  自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末 

普通株式（千株） １９２ ３ ５ １９１

   （注）１ 自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものです。 
      ２ 自己株式の減少は、新株予約権の権利行使によるものです。 

 

 

前事業年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１９年３月３１日） 

 

  自己株式に関する事項 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末 

普通株式（千株） １９８ ７ １３ １９２

   （注）１ 自己株式の増加は、単元未満株式の買取によるものです。 
      ２ 自己株式の減少は、新株予約権の権利行使によるものです。 



大明㈱（1943）平成 20 年 3 月期 中間決算短信 

 

-41-

（1 株当たり情報） 
前中間会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 
  至 平成１８年９月３０日） 

当中間会計期間 

（自 平成１９年４月 １日 

  至 平成１９年９月３０日） 

前事業年度 

（自 平成１８年４月 １日 

  至 平成１９年３月３１日） 

１株当たり純資産額    ８５７円９４銭 
 

１株当たり純資産額    ８７９円９８銭 
 

１株当たり純資産額    ８７４円８２銭 
 

１株当たり中間純利益    ６４円０５銭 
 

１株当たり中間純利益    ２８円９０銭 
 

１株当たり当期純利益    ８３円２７銭 
 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 
              ５７円４３銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 
              ２６円３６銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 
              ７５円２２銭 

 

 

（注）算定上の基礎 
 

１．１株当たり純資産額 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 

至 平成１8年９月３０日）

当中間会計期間 

（自 平成１９年４月 １日 

至 平成１９年９月３０日） 

前事業年度 

（自 平成１８年４月 １日

至 平成１９年３月３１日）

中間貸借対照表の純資産の部の合計額（百万円） ３５，１０７ ３６，００９ ３５，７９７

普通株式に係る純資産額（百万円） ３５，１０７ ３６，００９ ３５，７９７

普通株式の発行済株式数（千株） ４１，１１２ ４１，１１２ ４１，１１２

普通株式の自己株式数（千株） １９１ １９１ １９２

１株当たり純資産の算定に用いられた普通株式の数（千株） ４０，９２０ ４０，９２０ ４０，９１９

 

２．１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益 

項  目 
前中間会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 

至 平成１８年９月３０日）

当中間会計期間 

（自 平成１９年４月 １日 

至 平成１９年９月３０日） 

前事業年度 

（自 平成１８年４月 １日

至 平成１９年３月３１日）

中間（当期）純利益（百万円） ２，６２０ １，１８２ ３，４０７

普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円） ２，６２０ １，１８２ ３，４０７

普通株式の期中平均株式数（千株） ４０，９１７ ４0，９２１ ４０，９１８

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定に用い

られた中間（当期）純利益調整額の主要な内訳（百万円） 
 支払利息（税額相当額控除後） 

事務手数料（税額相当額控除後） 
３６

１

 
 

３６ 
１ 

７２

２

中間（当期）純利益調整額（百万円） ３７ ３７ ７４

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定に用い

られた普通株式増加数の主要な内訳（千株） 
 転換社債 
 新株予約権 

５，３３７

２８

 
 

５，３３６ 
１９ 

５，３３７

２５

普通株式増加数（千株） ５，３６５ ５，３５６ ５，３６２

 

 

 

（重要な後発事象） 
 

 該当事項はありません。 
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（７）種 別 完 成 工 事 高 及 び 受 注 高 等 

  （単位：百万円） 

前中間会計期間 

（自 平成１８年４月 １日

   至 平成１８年９月３０日）

当中間会計期間 

（自 平成１９年４月 １日

   至 平成１９年９月３０日）

増  減 
前事業年度 

（自 平成１８年４月 １日

   至 平成１９年３月３１日）

期   別 

 

区    分 金  額 構成比

（％）
金  額 構成比

（％）
金  額 増減率 

（％） 金  額 構成比

（％）

ＮＴＴネットワークエンジニアリンクﾞ 4,742 29.3 5,211 28.2 468 9.9 4,742 29.3

モバイルネットワークソリューション 9,370 57.9 10,548 57.2 1,177 12.6 9,370 57.9

I T ソ リ ュ ー シ ョ ン 1,084 6.7 1,408 7.6 324 29.9 1,084 6.7

総合設備エンジニアリング 991 6.1 1,289 7.0 298 30.1 991 6.1

前

期

繰

越

高

合    計  16,189 100.0 18,458 100.0 2,268 14.0 16,189 100.0

ＮＴＴネットワークエンジニアリンクﾞ 20,070 34.5 19,108 36.2 △  962 △ 4.8 37,779 32.6

モバイルネットワークソリューション 30,875 53.1 27,005 51.1 △3,870 △12.5 62,951 54.3

I T ソ リ ュ ー シ ョ ン 3,665 6.3 3,850 7.3 185 5.1 7,570 6.5

総合設備エンジニアリング 3,577 6.1 2,872 5.4 △  705 △19.7 7,600 6.6

当

期

受

注

高

合    計  58,188 100.0 52,837 100.0 △5,351 △ 9.2 115,901 100.0

ＮＴＴネットワークエンジニアリンクﾞ 17,654 34.3 16,522 35.9 △1,131 △ 6.4 37,310 32.8

モバイルネットワークソリューション 27,574 53.6 23,681 51.5 △3,893 △14.1 61,773 54.4

I T ソ リ ュ ー シ ョ ン 3,101 6.0 3,303 7.2 201 6.5 7,246 6.4

総合設備エンジニアリング 3,154 6.1 2,478 5.4 △  676 △21.4 7,302 6.4

完

成

工

事

高

合    計  51,485 100.0 45,985 100.0 △5,500 △10.7 113,632 100.0

ＮＴＴネットワークエンジニアリンクﾞ 7,159 31.3 7,797 30.8 638 8.9 5,211 28.2

モバイルネットワークソリューション 12,671 55.3 13,872 54.8 1,201 9.5 10,548 57.2

I T ソ リ ュ ー シ ョ ン 1,647 7.2 1,956 7.7 308 18.7 1,408 7.6

総合設備エンジニアリング 1,414 6.2 1,683 6.7 269 19.1 1,289 7.0

次

期

繰

越

高

合    計  22,892 100.0 25,310 100.0 2,417 10.6 18,458 100.0
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